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仕 事

［相談窓口］各都道府県に数か所～十数か所、全国に
　　　　　　272か所（平成23年1月現在）

障害の特性に応じた就職支援など、
様々な相談ができます

「職業紹介窓口」では、仕事の紹介をはじめ、どんな仕事がいいのか決められない、
具体的な求職活動の仕方がわからないなど、就職に関する様々な相談を行っていま
す。障害者専門の相談窓口(専門援助部門)で障害の特性に応じた就職支援も行って
おり、福祉・教育等の関係機関と連携した「チーム支援」による就職の準備段階から
職場定着までの一貫した支援などを実施しています。
ハローワークには、住まいや生活に関する総合相談を行う窓口もあります。詳しくは
P12をご覧ください。

ハローワーク（公共職業安定所） 職業紹介 ［相談窓口］ハローワーク
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職場への定着をサポート

自分一人ではなかなか職場定着がうまくいかないと感
じている方に、専門の職場適応援助者（ジョブコー
チ）が一緒に職場に一定期間出向き、仕事のコツを教
えたり、再発しないような働き方を検討したり、上司
や同僚とのコミュニケーションの橋渡しをします。

ジョブコーチ支援
［相談窓口］地域障害者職業センター
（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構）
各都道府県ごとに1か所

就職するための
技能を身につけたい

加工技術、コンピュータ技術、事務系等の職業訓練を
専門のカリキュラムに沿って受講できます。具体的な
訓練科目はそれぞれの公共職業能力開発施設（旧「公
共職業訓練施設」）によって異なりますので、相談窓
口にてご確認ください。

職業訓練
［相談窓口］ハローワーク

病気やケガで
働けないときを保障

会社等で仕事をしている方が、病気やケガのため仕事
を休まなければならなくなり、給料をもらえなくなっ
た場合、安心して療養ができるように、健康保険か
ら、最長で1年6か月にわたって給与の一部の金額が
支給されます。

傷病手当
［相談窓口］勤めている会社等の庶務課

業務中のケガや病気で
働けないときを保障

業務中や通勤途上での怪我や病気によって休業し、
賃金の支給を受けないときには、平均賃金の80％の
補償が受けられます（休業補償）。また、身体障害が
残った場合の保障（障害補償）、業務上死亡した場合
の遺族に対する支給（遺族補償）があります。

労災補償
［相談窓口］労働基準監督署

復職のための
ウォーミングアップ

うつ病などで休職期間が長期化している方、休職と
復職を繰り返している方を対象に、無理なく復職でき
るよう、（1）生活リズムの立て直し、（2）コミュニ
ケーションスキルの習得、（3）職場ストレスへの対処
法の獲得を目的とするプログラムを提供します。

職場復帰支援 (リワーク支援 ) 

●働くための支援
●病気で仕事ができないときの保障制度

●休職後の職場復帰への支援

障害をもつ人たちが働くための様々な支援があります。
働きたいけれど不安があるとき、どこに相談すれば
よいのかわからないときに利用しましょう。

仕事に関する支援には下記もあります。詳しくはＰ12をご覧ください。
・就労移行支援事業所（通称：移行支援・移行など）
・就労継続支援Ａ型（通称：Ａ型・継続Ａなど）
・就労継続支援Ｂ型（通称：Ｂ型・継続Ｂなど）

働くための支援、
休職からの復帰支援など

就業及び生活支援の担当者が、その人に合った仕事や働き方を一緒に考えながら、就職に
至るまでの道筋をつくっていきます。相応しいサービスや相談窓口の紹介、就職時にはハ
ローワークへの同行、就職後は職場定着支援など、就業・生活の両面から支援しています。
地域によっては、さらにきめ細かく市町村ごとに仕事の支援をする施設（障害者就労支援セ
ンター等）を設置しているところもあります。

障害者就業・生活支援センター
［相談窓口］地域障害者職業センター
（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構）
各都道府県ごとに1か所

就業・生活の両面から就労をサポートします

仕 事
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地域生活へのステップを
サポート

受け入れ条件が整えば退院できる、いわゆる「社会的
入院」の方などを対象に病院関係者（医師・看護師・
ソーシャルワーカーなど）、地域の支援センターの職
員や保健所職員等がチームを組み、退院の準備、退
院後の地域生活までを支援します。

福祉、医療等のサービスにより、精神障害を含む障害のある人々の自立を支
える法律です。
この法律に基づくサービスは、障害や心身の状況、利用する方のサービスの
利用希望などに配慮しながら市町村が支給を決定します。

精神障害者地域移行・
地域定着支援事業 (退院促進支援事業 )
［相談窓口］病院のソーシャルワーカーや医師・看護師等または保健所

賃貸契約のサポート

賃貸契約する際の支援として、物件あっせん依頼や入
居契約手続き支援、地域の支援体制に係る調整や、
関係機関等との連絡など、居住に関するサポートを行
います。

住宅入居等支援事業 (居住サポート事業 )
［相談窓口］市町村

●住まいを借りるための支援●退院のための支援

自宅でその人らしい
生活を送るために

調理、買い物、通院援助などのサービスを、単身生活
でも、家族と同居しながらでも、利用できます。

ホームヘルプサービス（居宅介護）
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

重度の障害をもつ方の
外出を支援

重度の障害のため支援が必要な方に、外出や移動の
援護を行います。障害程度区分※2が3以上（行動障害
12項目の合計が10以上）の方が対象となります。

行動援護
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

重度の障害のため介護が
必要な方の生活支援

重度の障害のため、常時介護が必要な方の食事・入
浴・排泄などの援助を行います。障害程度区分※2が3
以上（50歳以上の障害者は2以上）の方が対象とな
ります。

生活介護
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

自宅で生活する方の
短期の入所サービス

自宅において介護を行う方の病気その他の理由によ
り、施設への短期間の入所を必要とする障害者等に
対し、一定期間だけ目的に合わせて入所できるサービ
スです。入浴や排せつ及び食事の介護、その他の必要
な支援を行います。

ショートステイ（短期入所事業）
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

●ショートステイ（短期入所事業）

●支援を受けられる住まい●在宅サービス

障害をもつ人たちが地域の中で生活するための
様々な制度やサービスがあります。
なお、ここでは障害者自立支援法※1関連の
サポートを中心にご紹介しています。

入居支援、生活介護、行動援護など

住まい・生活

生活支援を受けながら、地域の中で共同生活

病院からの退院や施設からの退所に際し一人暮らしに不安がある方が、職員（世話人）
の方の支援を受けながら、アパートなどの住居に共同で生活する場所です。ケアホーム
については相談や食事提供などの支援に加えて、身の回り（食事、入浴等）の支援も受
けることができます。

グループホーム（共同生活援助）
ケアホーム（共同生活介護）
［相談窓口］市町村の担当窓口、または各地域の相談支援事業所

障害福祉サービス（介護給付）の利用を希望する場合の目安とするものです。
【相談窓口】市町村の福祉課

住まい・生活

※１　障害者自立支援法とは？

※２　障害程度区分とは？
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